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原子力発電所の安全確保に関する協定書に基づく覚書 
 
  佐賀県及び玄海町（以下「甲」という。）と九州電力株式会社（以下「乙」
という。）は原子力発電所の安全確保に関する協定書（以下「協定書」という。）
第 12 条に基づき、次のとおり覚書を交換する。 
 
１ 乙は、周辺環境の保全のため、公害関係法規のみならず、次に掲げる事項
を遵守するものとする。 
(1) 大気汚染防止対策 
補助ボイラーに使用する重油の含有いおう分は、０.５％以下とする。 

(2) 水質汚濁防止対策 
イ 冷却水の取水口と放水口における温度差は、おおむね７℃以内とする。 
ロ 冷却水については、放水口において残留塩素が検出されないこととする。 
ハ 排水については、排水処理施設出口において、次の排水処理基準に適合
するよう処理する。 
項   目      基 準 値 
水素イオン濃度    ５.８～８.６ 
化学的酸素要求量    ２０mg/ℓ以下 
浮遊物質量     ３０mg/ℓ以下 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量(鉱物油) 日間平均 １mg/ℓ以下 
       （最大 ２mg/ℓ以下） 
処理施設排水量    ５,７００m３/日以下 

(3) 騒音防止対策 
騒音を発生するおそれのある機器については、高性能の消音装置の設置等
により、騒音の低減に努め、周辺の生活環境を損なわないように措置する。 

 
２ 乙は、次に掲げる測定を行いその結果を記録し、毎月甲に報告する。 
(1) 大気関係 
補助ボイラーに使用する重油中の含有いおう分を毎月測定する。 

(2) 水質関係 
イ  取水口及び放水口において水温を連続測定する。 
ロ  冷却水の放水口において残留塩素を毎日測定する。 
ハ  排水処理施設出口において水素イオン濃度、化学的酸素要求量について
は、毎週１回以上、浮遊物質量及びノルマルヘキサン抽出物質含有量(鉱
物油)については、毎月１回以上測定する。 

  (3) 前記各号の測定は、日本産業規格に定める方法による｡ 
 
３ 甲及び乙は、協定書第２条第４項の測定結果についてクロスチェック等技
術的事項の検討を行うものとする。 
 
 

（別紙２） 
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４ 協定書第４条第１項に規定する事前了解は、次に掲げるところによる。 
(1) 協定書第４条第１項第１号に規定する発電用原子炉施設を変更しようと
するときとは、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭
和３２年法律第１６６号。以下「炉規法」という。）第４３条の３の５第２
項第５号に規定する発電用原子炉施設について、炉規法第４３条の３の８第
１項の規定に基づき許可を受けて変更しようとする場合をいう。 
(2) 協定書第４条第１項第４号に規定する廃止措置を講じようとするときと
は、廃止措置に関する計画（以下「廃止措置計画」という。）について、炉
規法第４３条の３の３４第２項の規定による認可（以下「廃止措置計画認可」
という。）又は同条第３項において準用する炉規法第１２条の６第３項の規
定による変更の認可（以下「廃止措置計画変更認可」という。）を受けて、
廃止措置を講じようとする場合をいう。 

 
５ 協定書第５条に規定する平常時における定期的な連絡は、次に掲げるとこ
ろによる。 
(1) 協定書第５条第１号の環境放射能の測定結果については、次により行う 
イ  モニタリングポイント 毎四半期 
ロ  サーベイルート 毎半期 
ハ  モニタリングポスト 毎月 
ニ  環境試料 毎四半期 
(2) 協定書第５条第２号の温排水の測定結果については、年１回文書により行
う。 
(3) 協定書第５条第３号の発電所職員等に対する教育訓練については、次によ
り行う。 
イ  実施計画 毎年度 
ロ  実施状況 毎四半期 
(4) 協定書第５条第４号の廃止措置の実施状況については、次により行う。 
イ 廃止措置計画認可又は廃止措置計画変更認可を受けて実施する廃止措
置の実施状況 毎月 

ロ 炉規法第４３条の３の３４第３項において準用する炉規法第１２条の
６第３項ただし書に規定する廃止措置計画の軽微な変更 
 変更の都度 

(5) 協定書第５条第５号のその他発電所の保守運営状況については、次により
行う。 
イ  発電実績 毎月 
ロ  原子炉本体の入口及び出口における冷却材の温度圧力及び流量 

 毎四半期 
ハ 核燃料物質の状況 

受入・払出状況 その都度 
消費状況 毎月 
管理状況 毎半期（７月及び１月） 
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ニ  放射線管理の状況 毎四半期、毎半期（５月及び11月） 
ホ  放射性廃棄物の管理状況 毎月 
ヘ 定期検査の実施計画及びその結果 定期検査の都度 
ト 原子炉施設保安規定 変更の都度 
チ 炉規法第４３条の３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉施設に
ついて、炉規法第４３条の３の８第４項に規定する変更 

  変更の都度 
 
６ 協定書第６条の異常時における連絡は、同条に規定するもののほか、次に
掲げるところによる。 
(1) 協定書第６条第１号の廃止措置期間中の発電用原子炉施設について機能
を維持すべき施設とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭
和５３年通商産業省令第７７号）第１１６条第２項第６号の規定により添付
する書類に掲げる施設・設備及び機器をいう。 
(2) 協定書第６条第１号の原子炉が運転中又は停止中（定期検査等の計画停止
を含む。）の発電用原子炉施設及び廃止措置期間中の発電用原子炉施設につ
いて機能を維持すべき施設に故障があったときには、次に掲げる場合が該当
するものとする。 
イ  原子炉施設保安規定で定める放射性物質の放出管理目標値に照らして、
異常な量の放射性物質を放出した場合又はそのおそれがある場合 

ロ  燃料、原子炉冷却材圧力バウンダリの放射性物質障壁機能が喪失した場
合 

ハ  前記口以外の放射性物質を内包する系統、機器の放射性物質保持機能が
喪失した場合 

ニ  安全保護系、工学的安全施設等の安全系が作動した場合 
ホ  安全保護系、工学的安全施設等の安全系の機能が喪失した場合 
へ  その他安全上必要な構築物、系統及び機器等の機能喪失により、安全確
保のための特別な措置を行う必要がある場合 

(3) 協定書第６条第４号の特別の措置とは、電離放射線障害防止規則（昭和４
７年労働省令第４１号）第４４条に規定する医師の診察又は処置を行ったと
きとする。ただし、同条第２号は除く｡ 
(4) その他緊急事態として国へ報告する事項については、その都度速やかに報
告するものとする。 

 
７  協定書第９条第１項第２号に規定する文書による連絡は、１週間以内に行
うものとする。 
 
８  この覚書について疑義が生じたとき、この覚書に定めのない事項について
新たに定めをする必要が生じたとき又はこの覚書に定めた事項について変更
する必要が生じたときは、甲、乙協議のうえ、定めるものとする。 
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  以上のとおり覚書を交換した証として、この証書３通を作成し、当事者記名
押印のうえ、当事者各１通を保有する。 
 
 
  昭和４９年１２月２３日 
  昭和５２年 ９月 ２日    一部変更 
  昭和５５年 ２月 ４日    一部変更 
  昭和５５年 ３月１４日    一部変更 
  昭和５７年 ３月３０日    一部変更 
  昭和６２年１２月２８日    一部変更 
  平成 元 年 ７月２４日    一部変更 
  平成 ４年１２月２５日    一部変更 
  平成１０年 ６月 １日    一部変更 
  平成１４年 ４月 １日  一部変更 
  平成１７年 １月 １日  一部変更 
  平成２５年 ７月 ８日  一部変更 
  平成２７年１１月１８日  一部変更 
  令和 元 年１０月２５日  一部変更 
 
 
             甲 佐賀県佐賀市城内一丁目１番５９号  
               佐賀県知事 
 
             甲  佐賀県東松浦郡玄海町大字諸浦３４８番地 
               玄海町長 
 
             乙 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番８２号 
               九州電力株式会社 
               代表取締役社長執行役員 
 
 
             ※ 上記は最終変更時点の締結当事者 


